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雅
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（

任
期
　
令
和
四
年
十
月
二
十
二
日
ま
で
）

東
京
都
議
会
議
員
（
日
本
共
産
党
東
京
都
議
会
議
員
団
）

弁
護
士
法
人
ソ
フ
ィ
ア
法
律
事
務
所
　
弁
護
士

東
京
都
議
会
議
員
（
都
議
会
公
明
党
）

役
　
　
職
　
　
名

東
京
都
議
会
議
員
（
都
民
フ
ァ
ー
ス
ト
の
会
 
東
京
都
議
団
）

　
東
京
都
信
用
保
証
補
助
審
査
会
委
員
名
簿

委
　
員
　
氏
　
名

東
京
都
議
会
議
員
（
東
京
都
議
会
自
由
民
主
党
）

東
京
都
中
小
企
業
団
体
中
央
会
　
副
会
長

東
京
都
商
工
会
連
合
会
　
理
事

東
京
都
議
会
議
員
（
都
民
フ
ァ
ー
ス
ト
の
会
 
東
京
都
議
団
）

公
益
財
団
法
人
東
京
都
中
小
企
業
振
興
公
社
　
理
事
長

東
京
商
工
会
議
所
　
議
員

（

敬
称
略
、

五
十
音
順
）
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東
京
都
信
用
保
証
補
助
審
査
会
条
例 

昭
和
二
八
年
三
月
三
一
日 

 
 

条
例 

第
六
〇
号 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

改
正 

 

昭
和
四
九
年
一
〇
月
一
六
日 

 

条
例 

第
一
〇
六
号 

 

東
京
都
信
用
保
証
補
助
審
査
会
条
例
を
公
布
す
る
。 

東
京
都
信
用
保
証
補
助
審
査
会
条
例 

（
設
置
） 

第
一
条 

東
京
信
用
保
証
協
会
に
対
し
都
が
交
付
し
た
補
助
金
の
使
途
に
つ
き
、
そ
の
公
正
妥
当
を
期
す
る
た
め
、

知
事
の
附
属
機
関
と
し
て
東
京
都
信
用
保
証
補
助
審
査
会
（
以
下
「
審
査
会
」
と
い
う
。
）
を
お
く
。 

（
所
掌
事
項
） 

第
二
条 

審
査
会
は
、
知
事
の
諮
問
に
応
じ
、
前
条
の
補
助
金
の
使
途
に
つ
き
審
査
し
て
答
申
す
る
。 

（
組
織
） 

第
三
条 

審
査
会
は
、
学
識
経
験
者
の
う
ち
か
ら
知
事
が
委
嘱
す
る
委
員
十
人
以
内
を
も
っ
て
組
織
す
る
。 

（
委
員
の
任
期
） 

第
四
条 

委
員
の
任
期
は
、
二
年
と
し
、
補
欠
委
員
の
任
期
は
、
前
任
者
の
残
任
期
間
と
す
る
。
た
だ
し
、
再
任
を 

 

妨
げ
な
い
。 

（
会
長
の
選
任
及
び
権
限
） 

第
五
条 

審
査
会
に
会
長
を
置
き
、
委
員
の
互
選
に
よ
っ
て
こ
れ
を
定
め
る
。 

２ 

会
長
は
、
審
査
会
を
代
表
し
、
会
務
を
総
理
す
る
。 

３ 

会
長
に
事
故
が
あ
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
会
長
の
指
名
す
る
委
員
が
そ
の
職
務
を
代
理
す
る
。 

（
招
集
） 

第
六
条 

審
査
会
は
、
知
事
が
招
集
す
る
。 

（
定
足
数
及
び
表
決
数
） 

第
七
条 

審
査
会
は
、
委
員
の
半
数
以
上
の
出
席
が
な
け
れ
ば
会
議
を
ひ
ら
く
こ
と
が
で
き
な
い
。 

２ 

審
査
会
の
議
事
は
、
出
席
委
員
の
過
半
数
で
決
し
、
可
否
同
数
の
と
き
は
、
会
長
の
決
す
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 

（
委
任
） 

第
八
条 

こ
の
条
例
の
施
行
に
つ
い
て
必
要
な
事
項
は
、
知
事
が
定
め
る
。 

附 

則 

１ 

こ
の
条
例
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。 

２ 

こ
の
条
例
施
行
の
際
、
現
に
こ
の
条
例
に
よ
る
改
正
前
の
東
京
都
信
用
保
証
補
助
審
査
会
条
例
第
五
条
第 

 

一
項
の
規
定
に
基
づ
き
会
長
の
職
に
あ
る
者
は
こ
の
条
例
に
よ
る
改
正
後
の
東
京
都
信
用
保
証
補
助
審
査
会 

 

条
例
第
五
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
会
長
が
選
任
さ
れ
る
ま
で
の
間
、
な
お
そ
の
職
務
を
行
う
も
の
と
す 

 

る
。 
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東
京
都
信
用
保
証
補
助
審
査
会
運
営
要
綱 

平
成
一
四
年
二
月
一
九
日 

一
四
産
労
商
金
第
一
三
二
一
号 

改
正 

平
成
二
九
年
三
月
三
一
日 

二
八
産
労
金
金
第
一
五
七
四
号 

改
正 

平
成
三
〇
年
六
月
一
日 

 

三
〇
産
労
金
金
第
三
三
三
号 

 

（
目
的
） 

第
一 

こ
の
要
綱
は
、
東
京
都
信
用
保
証
補
助
審
査
会
条
例
（
昭
和
二
十
八
年
東
京
都
条
例
第
六
十
号
）
第
八
条
の 

規
定
に
基
づ
き
、
東
京
都
信
用
保
証
補
助
審
査
会
（
以
下
「
審
査
会
」
と
い
う
。
）
の
運
営
に
関
し
、
必
要
な
事 

項
を
定
め
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。 

（
委
員
以
外
の
出
席
） 

第
二 

会
長
は
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
委
員
以
外
の
者
の
出
席
を
依
頼
し
、
意
見
を
述
べ
、
又
は
説 

明
を
行
う
よ
う
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。 

（
会
議
の
公
開
） 

第
三 

審
査
会
は
こ
れ
を
公
開
と
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
に
該
当
す
る
と
き
は
、
当
該
部
分
に
つ
い
て
会
議 

 

を
非
公
開
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

（
一
）
会
議
に
お
い
て
取
り
扱
う
情
報
が
、
東
京
都
情
報
公
開
条
例
（
平
成
十
一
年
東
京
都
条
例
第
五
号
）
第
七 

条
各
号
に
該
当
す
る
と
き 

（
二
）
会
議
を
公
開
す
る
こ
と
に
よ
り
公
正
か
つ
円
滑
な
審
議
が
著
し
く
阻
害
さ
れ
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
認
め
ら 

れ
る
と
き 

（
議
事
録
） 

第
四 

審
査
会
の
議
事
に
つ
い
て
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
議
事
録
を
作
成
す
る
も
の
と
す
る
。 

（
一
）
審
査
会
の
日
時
及
び
場
所 

（
二
）
審
査
会
に
出
席
及
び
欠
席
し
た
委
員
の
氏
名 

（
三
）
議
事
の
て
ん
ま
つ 

（
四
）
そ
の
他
必
要
な
事
項 

２ 

議
事
録
に
は
、
会
長
及
び
会
長
が
指
名
す
る
委
員
が
署
名
す
る
も
の
と
す
る
。 

３ 

議
事
録
は
、
こ
れ
を
公
開
と
す
る
。
た
だ
し
、
東
京
都
情
報
公
開
条
例
（
平
成
十
一
年
東
京
都
条
例
第
五
号
）

第
七
条
各
号
に
該
当
す
る
部
分
に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

（
事
前
調
査
） 

第
五 

東
京
都
は
、
審
査
会
に
先
立
ち
、
事
前
調
査
を
行
う
も
の
と
す
る
。
な
お
、
事
前
調
査
の
実
施
に
あ
た
り 

必
要
な
事
項
は
、
別
途
定
め
る
。 

（
雑
則
） 

第
六 

こ
の
要
綱
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
審
査
会
の
運
営
に
関
し
て
必
要
な
事
項
は
、
会
長
が
こ
れ
を
定
め
る
。 

附 

則 

 

こ
の
要
綱
は
、
平
成
十
四
年
二
月
十
九
日
か
ら
施
行
す
る
。 

 
 
  

附 

則 

 

こ
の
要
綱
は
、
平
成
二
十
九
年
三
月
三
十
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

      

附 

則 

 

こ
の
要
綱
は
、
平
成
三
十
年
六
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 
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保証協会の積極的な保証を促すため、保証債務の履行（代位弁済）により生じた損失の一部を補助

東京都中小企業制度融資概要

信 用 保 証

保 証 債 務 履 行 補 助

信 用 保 証 料 補 助

預 託

中小企業に対する融資が円滑に行われるよう、保証協会が金融機関からの借入債務を保証

融資の原資となる資金を金融機関へ預入れ

小規模事業者等の負担軽減のため、信用保証料の一部を補助

中小企業 金融機関
① 融資申込み

東京都

② 保証申込み

③ 保証承諾

⑤ 代位弁済
（債務不履行時）

東京信用保証協会

④ 融資実行

信用保証料補助 預託

④信用保証料支払

保証債務履行補助
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【償却時補助】（令和２年度申請分の件数割合：99.9％） 【代位弁済時補助】（令和２年度申請分の件数割合：0.1％）

保証債務履行補助事業のスキーム

※ 東京信用保証協会は、補助金の受領後に中小企業者からの回収金が生じた場合、都と公庫に負担割合に応じた額を返納。

中小企業 金融機関
① 事故発生

⑦

督
促
・
回
収

東京都

専門家調査

補助審査会

東京信用保証協会

日本政策
金融公庫

求償権

② 代位弁済請求

③ 代位弁済

④ 求償権取得

⑤ 保険金請求

⑥ 保険金交付

⑧

回
収
不
能
・

⑩ 調査依頼⑪ 意見

⑬ 答申 ⑫ 諮問

⑨ 補助金請求

⑭ 補助金交付

中小企業 金融機関
① 事故発生

⑬

督
促
・

東京都

専門家調査

補助審査会

日本政策
金融公庫

② 代位弁済請求

③ 代位弁済

④ 求償権取得

⑤ 保険金請求

⑥ 保険金交付

⑭

回
収
・

⑧ 調査依頼⑨ 意見

⑪ 答申 ⑩ 諮問

⑦ 補助金請求

⑫ 補助金交付

東京信用保証協会

求償権

⑮求償権償却
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件数 金額 前年比 件数 金額 前年比 件数 金額 前年比 件数 金額 前年比 金額 前年比

平成23年度 128,707 2,255,877 81.1 115,237 1,703,082 77.1 500,761 5,268,183 97.5 11,987 137,722 88.3 21,789 88.4

平成24年度 106,409 1,619,155 71.8 92,537 1,272,085 74.7 480,883 4,793,820 91.0 10,870 123,703 89.8 20,867 95.8

平成25年度 99,255 1,454,901 89.9 85,167 1,146,353 90.1 453,061 4,305,352 89.8 8,817 98,756 79.8 18,523 88.8

平成26年度 95,279 1,303,405 89.6 83,941 1,066,403 93.0 429,598 3,891,172 90.4 7,507 79,720 80.7 17,096 92.3

平成27年度 91,425 1,362,558 104.5 82,342 1,160,290 108.8 398,974 3,543,006 91.1 6,616 68,287 85.7 15,819 92.5

平成28年度 92,697 1,322,297 97.0 83,880 1,132,123 97.6 375,621 3,272,035 92.4 5,781 59,731 87.5 15,911 100.6

平成29年度 90,902 1,274,438 96.4 83,633 1,101,292 97.3 361,633 3,071,643 93.9 4,829 51,122 85.6 13,842 87.0

平成30年度 85,486 1,263,307 99.1 78,374 1,097,247 99.6 338,729 2,896,384 94.3 4,831 48,204 94.3 12,318 89.0

令和元年度 103,648 1,644,389 130.2 92,930 1,331,571 121.4 329,972 2,894,684 99.9 5,043 49,517 102.7 11,161 90.6

令和2年度
（12月末）

266,836 6,331,912 642.0 249,889 5,338,903 624.6 452,434 6,467,517 225.7 2,675 27,820 75.2 7,393 91.9

※「前年比」＝金額での比較、令和2年度（12月末）においては、前年同期（令和元年12月）比の数値。

東京信用保証協会事業概況表 〔平成23～令和2年度（2年12月末）〕

区分

（ 単位 ： 百万円、％ ）

保証申込 保証承諾 保証債務残高 代位弁済 回収
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令和２年12月31日現在

3,748 件 3,748 件
（99.9 ％）

30,928,825 千円 2,266,090 千円 28,662,735 千円 24,944,760 千円 3,717,975 千円
（99.8 ％）

5 件 5 件
  （0.1 ％）

38,899 千円 35 千円 38,864 千円 30,989 千円 7,875 千円
（0.2 ％）

3,753 件 3,753 件
 （100 ％）

30,967,724 千円 2,266,125 千円 28,701,599 千円 24,975,749 千円 3,725,850 千円
（100 ％）

代位弁済

Ａ

合計

償却時補助

代位弁済時補助

令和２年度 保証債務履行補助 補助金交付申請状況表

方　式

令和２年度
補助金交付申請

Ｅ＝ＣーＤ

保険金等

Ｄ

求償権残高

Ｃ＝Ａ－Ｂ

回収金額

Ｂ
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東
京
都
信
用
保
証
補
助
審
査
会
に
係
る
事
前
調
査
実
施
要
領 

平
成
三
〇
年
六
月
一
日 

三
〇
産
労
金
金
第
三
三
四
号 

 

（
目
的
） 

第
一 

こ
の
要
領
は
、
東
京
都
信
用
保
証
補
助
審
査
会
運
営
要
綱
第
五
に
基
づ
き
、
東
京
都
（
以
下
「
都
」
と
い
う
。
）

が
実
施
す
る
事
前
調
査
に
関
し
、
必
要
な
事
項
を
定
め
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。 

（
定
義
） 

 

第
二 

こ
の
要
領
に
お
い
て
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
定
義
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 

（
一
）
五
年
償
却 

東
京
信
用
保
証
協
会
（
以
下
「
協
会
」
と
い
う
。
）
の
求
償
権
償
却
基
準
（
以
下
「
償
却
基
準
」

と
い
う
。
）
第
一
○六
に
よ
り
償
却
す
る
こ
と 

（
二
）
通
常
償
却 

償
却
基
準
第
○一
か
ら
○五
の
い
ず
れ
か
又
は
同
基
準
第
二
に
よ
り
償
却
す
る
こ
と 

（
三
）
重
点
案
件 

東
京
都
中
小
企
業
制
度
融
資
保
証
債
務
履
行
補
助
金
（
以
下
「
補
助
金
」
と
い
う
。
）
の
使
途

に
つ
き
審
査
す
る
案
件
の
う
ち
次
に
掲
げ
る
案
件
を
い
う
。 

ア 

貸
付
実
行
日
か
ら
期
限
の
利
益
喪
失
日
が
一
か
月
以
内
又
は
貸
付
実
行
日
か
ら
期
限
の
利
益
喪
失
日
が 

三
か
月
以
内
で
保
証
金
額
が
一
〇
百
万
円
超
の
案
件 

イ 

補
助
金
の
交
付
対
象
の
利
用
口
数
が
六
口
以
上
の
案
件 

ウ 

都
が
負
担
す
る
補
助
金
額
が
一
〇
百
万
円
超
の
案
件 

（
四
）
無
作
為
抽
出
案
件 

補
助
金
の
使
途
に
つ
き
審
査
す
る
案
件
か
ら
重
点
案
件
を
除
い
て
無
作
為
に
抽
出
し
た

二
十
五
案
件 

（
実
施
内
容
） 

第
三 

事
前
調
査
は
次
の
各
号
に
よ
り
実
施
す
る
も
の
と
す
る
。 

（
一
）
都
職
員
に
よ
る
書
面
調
査 

ア 

調
査
対
象 

 
 
 

補
助
金
の
使
途
に
つ
き
審
査
す
る
案
件 

 
 

イ 

調
査
内
容 

東
京
都
中
小
企
業
制
度
融
資
保
証
債
務
履
行
補
助
金
交
付
要
綱
第
三
条
に
規
定
す
る
補
助
金
交
付
の
要
件

に
つ
い
て
、
都
職
員
が
書
面
に
て
調
査
を
行
う
も
の
と
す
る
。 

（
二
）
都
職
員
に
よ
る
対
面
調
査 

ア 

調
査
対
象 

 
 
 

前
号
に
お
い
て
調
査
し
た
案
件
の
う
ち
次
に
掲
げ
る
案
件 

 
 

（
ア
）
五
年
償
却
時
補
助
分
の
重
点
案
件 

 
 

（
イ
）
通
常
償
却
時
補
助
分
の
重
点
案
件 

 
 

（
ウ
）
代
位
弁
済
時
補
助
分
の
重
点
案
件 

 
 

（
エ
）
無
作
為
抽
出
案
件 

イ 

調
査
内
容 

 
 
 

主
に
次
に
掲
げ
る
項
目
に
つ
い
て
、
都
職
員
が
協
会
の
実
務
担
当
者
と
対
面
に
て
調
査
を
行
う
も
の
と
す 

る
。 

 
 

（
ア
）
保
証
状
況
に
不
審
な
点
が
な
い
こ
と 

 
 

（
イ
）
代
位
弁
済
状
況
に
不
審
な
点
が
な
い
こ
と 

 
 

（
ウ
）
求
償
権
管
理
状
況
に
不
審
な
点
が
な
い
こ
と 

（
三
）
専
門
家
に
よ
る
書
面
調
査 
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ア 

調
査
対
象 

 
 
 

前
号
に
お
い
て
調
査
し
た
案
件 

    
イ 

調
査
内
容 

      
主
に
次
に
掲
げ
る
項
目
に
つ
い
て
、
専
門
家
が
書
面
に
て
調
査
を
行
う
も
の
と
す
る
。 

 
 

（
ア
）
資
金
使
途
に
疑
問
点
が
な
い
こ
と 

 
 

（
イ
）
後
向
き
な
融
資
と
な
っ
て
い
な
い
こ
と 

 
 

（
ウ
）
事
業
計
画
等
返
済
見
込
み
が
あ
る
こ
と 

 
 

（
エ
）
事
故
原
因
に
不
審
な
点
が
な
い
こ
と 

 
 

（
オ
）
担
保
価
値
と
回
収
金
額
に
差
が
な
い
こ
と 

 
 

（
カ
）
そ
の
他
専
門
家
が
必
要
と
認
め
る
事
項 

（
四
）
専
門
家
に
よ
る
対
面
調
査 

 
 

ア 

調
査
対
象 

前
号
に
お
い
て
専
門
家
が
更
に
詳
細
に
調
査
す
る
必
要
が
あ
る
と
判
断
し
た
案
件 

 
 

イ 

調
査
内
容 

 
 
 

専
門
家
が
必
要
と
認
め
る
事
項
に
つ
い
て
、
協
会
の
実
務
責
任
者
と
対
面
に
て
調
査
を
行
う
も
の
と
す
る
。 

附 

則 

 

こ
の
要
領
は
、
平
成
三
十
年
六
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 
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調査項目

○　補助対象の制度融資か
○　業務方法書に従い債務の保証をしているか
○　日本政策金融公庫の保険金の補てんがあるか
○　補助金の金額算定に誤りがないか
○　保証状況（保証時の財務状況、資金使途、業歴、保証回数、企業規模、回収条件等）に
　　不審な点はないか
○　代位弁済状況（事故原因、業況、期限の利益喪失事由等）に不審な点はないか
○　求償権管理状況（担保処分、資産状況、保証人の現状、相続状況、督促状況等）に
　　不審な点はないか等

 ① 東京都職員による調査　　1,963 債務者 ／ 3,753 件 ／  3,725,850 千円

調査対象 全件
調査方法 債務者別資料等による書面及び補助事業者との対面による調査

 ③ 審査会：専門家が選定した個別説明案件　　　25 債務者 ／ 114 件 ／  137,199 千円
          　個別報告案件　　　　　　　　　　　 1 債務者 ／   1 件 ／      707 千円

 ② 専門家（弁護士及び公認会計士）による調査　72債務者 ／ 282 件 ／  335,136 千円

調査対象 重点案件（一定基準（保証直後、多数口、高額）による選定）及び無作為抽出案件
調査方法 債務者別資料等による書面及び補助事業者との対面による調査

調査項目

○　資金使途に疑問点がないか
○　後向きな融資となっていないか
○　事業計画等返済見込みがあるか
○　事故原因に不審な点がないか
○　担保価値と回収金額に差がないか等

令和２年度 補助対象案件の調査状況
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